特定非営利活動法人ＩＴコーディネータ協会(v.10)

ＩＴコーディネータ業務委任契約書

株式会社□□（以下「甲」という。）と株式会社○○○コンサルタント（以下「乙」という。）は、コンサルティング・サービスの委任に関し、次のとおり契約（以下「本契約」という。）する。

（契約の目的）
第１条
本契約は、甲が、コンサルティング・サービス（以下「本件業務」という。）を乙に委任し、乙が受任する場合の基本的な契約条件を定めることを目的とする。

（本件業務の範囲）
第2条 甲および乙は、本件業務の委任の都度、委任業務を具体的に定めたＩＴコーディネータ業務仕様書（以下｢仕様書｣という。）を作成する。

２
本件業務の実施の過程において仕様書の記載内容の追加、削除等の変更が必要となった場合、甲および乙はすみやかに協議し、文書をもって変更に合意するものとする。

（本件業務の実施期間）
第３条

本件業務の実施期間は、ＯＯＯＯ年ＯＯ月ＯＯ日からＯＯＯＯ年ＯＯ月ＯＯ日までとする。

２
期間満了の１ヵ月前までに当事者の一方から相手方に対し期間延長の申入れがなされたときは、文書による合意のうえ延長できるものとする。

（報酬・諸費用とその支払）
第4条 甲は乙に対し、本件業務の報酬として　金　○○○○○○○○円（消費税相当額を除く）を支払う。

２
甲が事前に承諾した場合に限り、乙は甲に次の各号に掲げる金額を請求できるものとする。ただし細目は、別途甲乙が協議して定めるものとする。

①　交通費    実費

②　宿泊費    １泊 ○○○○円

３
乙は、自己の責に帰すべき事由によらずに、期間の延長、業務量の増大等がある場合には、甲と合意のうえ、報酬の追加を請求できるものとする。

４
甲は、本契約に定める報酬および諸費用に消費税等相当額を加算した金額(以下、「支払総額」という。）を、業務終了の確認後、乙の請求に基づき、請求日の属する月の翌月末日（支払約定日）までに支払うものとする。

（報告書）

第５条
乙は、受任した業務の終了の都度、業務終了報告書を甲に提出し、甲の確認を得るものとする。
２
甲は、業務終了報告書の受領を確認するものとする。

３
乙は、仕様書に業務終了報告書以外の文書を納入する定めのある場合には、仕様書に従う。
（協力義務）

第６条
甲および乙は、本件業務を実施するために必要な会議の開催、資料の提出その他の協力を誠意をもって行うものとする。

（協力体制）

第７条
甲および乙は、それぞれ本件業務実施のために必要な体制を整備し、責任者を明確にして、相手方に通知するものとする。

（再委託）

第8条 乙が本件業務を第三者に再委託する場合には、甲の事前の承諾を得たうえで行うものとする。
（遅延のときの措置）

第９条
本件業務の進捗が遅延した場合には、甲および乙協議のうえ善後策を講ずるものとする。
（機密保持）

第10条 本契約において機密情報とは、次の各号に掲げるものをいう。

1 一方当事者（以下、「情報開示者」という）から相手方（以下、「情報受領者」という）に対し資料、仕様書その他の有形的媒体または電子文書により提供された技術上、営業その他業務上の情報等であって、機密である旨表示されたもの。

2 情報開示者が口頭で機密と告げて開示した情報であって、開示後30日以内に機密である旨、書面で通知したもの。
２  前項にかかわらず、次の各号に該当する情報は機密情報としない。

1 既に公知の情報または情報受領者の責に帰すことのできない事由により公知公用となった情報
2 情報開示者より開示を受ける以前に情報受領者において保有していた情報
3 情報受領者が第三者より機密保持義務を負うことなく開示された情報

④　機密情報によらず情報受領者が独自に創作した情報

３
情報受領者は、機密情報を善良なる管理者の注意義務をもって保持するものとし、本件業務を実施する目的の範囲で情報受領者の従業員に使用させる場合を除き、機密情報を第三者に開示してはならないものとする。

４
情報受領者は、機密情報を、本件業務を実施する目的の範囲でのみ使用するものとし、情報開示者の書面による事前の承諾を得ることなく目的外使用をしてはならないものとする。

５
情報受領者は、情報開示者の事前の承諾を得ることなく、機密情報を格納した媒体の全部または一部を複製してはならない。
６
情報受領者は、自己が保有する第三者の機密情報を、当該第三者の承諾なしに情報開示者に開示し、または本件業務を実施する目的に使用してはならない。
７
情報受領者は、本件業務が終了したとき、情報開示者から受領した資料および複製物を返却または廃棄する。

８
本条の義務は、本件業務の終了後も３年間存続するものとする。

（個人情報保護）

第11条
いずれの当事者も、本件業務の過程で知った個人情報につき、「個人情報の保護に関する法律」の定める個人情報取扱事業者と同等の管理を行うものとする。

（著作物の利用）

第12条
甲は、本件業務の過程で乙が作成し甲に提供した報告書その他の著作物を甲の社内業務のために自由に複製、翻案または利用することができる。

２
乙は、甲に提供した著作物に関し著作者人格権（著作権法第18条から第20条までに規定する権利をいう。）を一切行使しないものとする。

３　甲は、乙の提供にかかる著作物を第三者に利用させる場合は、乙の事前の同意を得るものとする。

（産業財産権）

第13条

本件業務に関し、発明または考案された産業財産権の取り扱いについては、甲乙協議のうえ定めるものとする。

（第三者の権利侵害）

第14条
乙は、甲に提供した著作物につき、第三者から著作権、産業財産権その他の知的財産権を侵害しているという理由で苦情または請求を受けた場合は、乙の責任と負担においてこれを解決する。ただし甲は第三者からの苦情または請求をすみやかに乙に通知し、乙に紛争解決に必要な権限を与えるものとする。
（譲渡の禁止）
第15条
甲または乙は、相手方の事前の書面による同意なしに本契約から生じる権利義務の全部または一部を第三者に譲渡または承継してはならない。

（責任の制限）

第16条
甲または乙は、本契約の違反により相手方に損害を与えた場合、通常かつ現実の損害に限り、報酬の全額を上限として賠償するものとする。

（不可抗力）

第17条
天災事変、戦争、暴動、内乱、労働争議その他当事者の支配できない事由により、本契約の全部または一部が履行できなかった場合、甲および乙は損害賠償責任を負わないものとする。

（契約の解除）

第18条
甲または乙は、相手方に次の各号のいずれかに該当する事由が生じた場合は、何らの通知催告を要せず直ちに本契約の全部または一部を解除することができる。

1 手形または小切手が不渡りとなったとき

2 差押え、仮差押えもしくは仮処分があったときまたは競売の申立があったとき

3 破産、会社更生手続開始または民事再生手続開始の申立があったとき

4 解散または営業の全部もしくは重要な一部を第三者に譲渡したとき

5 本契約に違反し、相手方から書面による催告を受領した後１ヵ月以内にこれを是正しないとき

（契約の変更）

第19条 本契約の変更は、両当事者の書面による合意により行うものとする。
（管轄裁判所）

第20条
本契約に関し訴訟の必用が生じた場合には、□□地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。
(倫理基準)
第21条
乙は、特定非営利活動法人ＩＴコーディネータ協会制定の倫理基準に従い誠実に本件業務を遂行する。
(契約期間)

第22条
本契約の期間は、本契約締結日より乙への支払完了までとする。

２
本契約が終了した場合にも、第10条（機密保持）ないし第14条（第三者の権利侵害）及び第16条（責任の制限）、第20条（管轄裁判所）の各規定は、なお効力を有するものとする。
（信義誠実）

第23条
本契約は委任契約の本旨に従い解釈するものとし、本契約に定めのない事項および本契約の解釈上の疑義は、両当事者信義誠実の原則に従い、協議のうえ解決するものとする。

本契約締結の証として、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ各１通を保有するものとする。
　　　　年　　　月　　　日
甲
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

乙
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